申請様式２（規則変更）
　　　　年　　月　　日

山形県知事　　殿

所在地

宗教法人「　　　　　　　　　　」

代表役員　　　　　　　　　　　　

規　則　変　更　認　証　申　請　書
宗教法人「　　　　　　　　　　」規則を変更したいので、宗教法人法第２７条の規定により、変更しようとする事項を示す書類３通に下記関係書類を添えて、規則変更の認証を申請します。

記

1 規則変更の決定について、規則で定める手続きを経たことを証する書類

(1) 責任役員会議事録（写し）

(2) その他の機関の同意書（写し）

　　　（規則にその手続きを要する定めがある場合に添付すること。）

(3) 包括団体の承認書（写し）

　　　（規則にその手続きを要する定めがある場合に添付すること。）

2 宗教法人法第２３条の規定による公告をしたことを証する書類

　　（事務所の移転にかかる規則変更の場合に添付すること。）

(1) 公告証明書

(2) 公告（写し）

(3) 公告の写真
(4) 境内建物明細書
  （建物登記事項証明書（原本）、建物売買契約書（寄附証書等）の写し、境内建物配置図、境内建物平面図添付）
  (5) 境内地明細書

　　（土地登記事項証明書（原本）、土地売買契約書（寄附証書等）の写し、境内地図面、農地転用等他の法律等による許可等を要する場合はその許可書の写し添付）

3 宗教法人法第２６条第２項の規定による公告をしたことを証する書類

　　（被包括関係の設定又は廃止にかかる場合に添付すること。）
(1) 公告証明書

(2) 公告（写し）

(3) 公告の写真

4 宗教法人法第２６条第３項の規定による承認を受けまたは通知したことを証する書類

　　（被包括関係の設定又は廃止にかかる場合に添付すること。）

(1) 承認書（写し）

(2) 通知書（写し）
5 事業に関する書類

　　（事業経営にかかる場合に添付すること。）
(1) 事業説明書
(2) 他の法律等による許可等を要する場合は、その許可書等
（注）

　１　添付書類１(4)(5)の「売買契約書（寄附証書等）の写し」は、境内建物又は境内地が申請者の自己所有でない場合に提出すること。
２　添付書類のうち写しのものについては、すべて代表役員の原本証明を要すること（押印不要）

別紙11（変更事項を示す書類）
（変更しようとする事項を示す書類）

例１　宗教法人「　　　　　　　　　　」規則変更事項（新旧対照表）

	新
	旧

	第　条

第　条


	第　条

第　条




例２　宗教法人「　　　　　　　　　　」規則変更事項

第　条中「○○○」を「△△△」に改める。

第　条の次に次の１条を加える。

　第　条　○○○

　附　則

この規則の変更は、山形県知事の認証書の交付を受けた日（　年　月　日）から施行する。

（注）役員の定数、任期、選考方法を変更する場合には、通常、附則に経過措置を設ける必要があります。

別紙12（議事録）
（写し）
宗教法人「　　　　　　　　　　」第　回責任役員会議事録

１　日　時　　　　年　　月　　日　　　時　　分から　　時　　分まで

２　場　所

３　出席者　　代表役員

　　　　　　　責任役員

　　　　　　　責任役員

４　議　題

(1)宗教法人「　　　　　　　　　　」規則の一部変更について

(2)･･････････

(3)･･････････

５　議事の経過

代表役員が議長となり、出席者を確認、開会を宣す。代表役員から････････････････の理由により規則を変更したい旨説明し、････････････････････････････････････。

審議の結果、全員異議なく原案に賛成し（賛成○人、反対○人となり）、可決した。

６　議決事項

(1)規則中変更しようとする事項

(2)･･････････

(3)･･････････

上記のとおり相違ないことを証する。

　　　　　　　年　　月　　日

代表役員　　　　　　　　　　　　

責任役員　　　　　　　　　　　　

〃　　　　　　　　　　　　　　　

上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　　　　　　年　　月　　日

宗教法人「　　　　　　　　　　」

代表役員　　　　　　　　　　　

（注）規則の変更に関係のない議題を含むときは、必要部分を抄録し、表題を「第○回責任役員会議事録（抄録）」、証明の字句を「上記は、原本から抄録したものであることを証明します。」としても構いません。その際「写し」の旨の表示は不要です。

別紙13（同意書）
（写し）

同　意　書

　宗教法人「　　　　　　」規則を別紙のとおり変更することに同意します。

　　　　年　　月　　日

宗教法人「　　　　　　　　　　」

　総　代　　　　　　　　　　　　

　　〃　　　　　　　　　　　　　

　　〃　　　　　　　　　　　　　

上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　　　　　　年　　月　　日

宗教法人「　　　　　　　　　　」

代表役員　　　　　　　　　　　

別紙14（包括宗教団体同意書）
（写し）
承　認　書

所在地

宗教法人「　　　　　　　　　　」

　宗教法人「　　　　　　」規則を別紙のとおり変更することに同意します。

　　　　年　　月　　日

包括宗教団体所在地

名称「　　　　　　　　　　」

代表者　　　　　　　　　　　　

上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　　　　　　年　　月　　日

宗教法人「　　　　　　　　　　」

代表役員　　　　　　　　　　　　

別紙15（公告証明書）
公　告　証　明　書

宗教法人（団体）「　　　　　　」との包括関係を廃止して、

宗教法人（団体）「　　　　　　」と被包括関係を設定するため、

宗教法人法第２６条第２項に規定により、下記のとおり公告しました。

記

１　公告の方法

　　年　　月　　日から　年　　月　　日まで　　日間、事務所の掲示場に掲示した。

２　公告文

　　別紙のとおり

　　　　年　　月　　日

宗教法人「　　　　　　　　　　」

代表役員

上記の事実を確認したことを証明します。

　　　　年　　月　　日

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　

（注）
１　確認者は、信者その他の利害関係人とし、 ２～３人連署すること。
（署名の場合は押印不要）
別紙16（公告例）
被包括関係の設定（廃止）公告

このたび、下記（別紙）のとおり、

宗教法人（団体）「　　　　　　」との包括関係を廃止して、

宗教法人（団体）「　　　　　　」と被包括関係を設定することになりましたので、

宗教法人法第２６条第２項に規定により公告します。

　　　　年　　月　　日

信者その他利害関係人　各位

所在地

宗教法人「　　　　　　　　　　」

代表役員

（記）

（規則変更案の要旨）

別紙17（境内建物明細書）
境内建物明細書

	所在地
	　　　　市　　　　区　　　　町　　　　丁目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番地

　　　　郡　　　　町　　　　村　　　　大字

	使用区分
	構　造
	床面積
	所有者
	備　考

	
	
	
	
	


（注）

１　この明細書には、建物の登記簿上の種類に関係なく法第３条に規定する境内建物をすべて記入し、使用区分欄は、法第３条で区分したとおりとすること。

２　構造欄は、「木造瓦葺平屋建」のように記入すること。

３　借用中の建物は、備考欄に有償借用又は無償借用の別を記入し、使用承諾書の写しを添付すること。

４　飛地境内建物については、備考欄にその旨を記入すること。

５　建物配置図及び平面図を添付すること。

６　建物売買契約書（又は寄附証書等）の写し、建物登記事項証明書（原本）を添付すること。

７　建物の外観の写真を数点添付すること。
別紙18（境内地明細書）
境内地明細書

	所在地
	　　　　　　　市　　　　区　　　　町　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　郡　　　　町　　　　村　　　　

	丁目
地番

　字
	地　目
	地　積
	所有者
	備　考

	
	
	
	
	


(注)

１　この明細書には、土地の登記簿上の地目に関係なく法第３条に規定する境内地のすべ

てを各筆ごとに記入すること。

２　地目の欄は、土地登記簿上の地目を記入すること。

３　借用の土地は、備考欄に有償借用または無償借用の別を記入し、使用承諾書写しを添
付すること。

４　飛地境内地は、備考欄にその旨を記入すること。

５　境内地の図面を添付すること。

６　土地売買契約書（又は寄附証書等）、農地転用等他の法律等による許可等を要する場合はその許可書の写し、土地登記事項証明書（原本）を添付すること。

